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第１  2024年３ 月期決算の概要 

（ １ ） 経営環境及び震災復興への取組み体制 

① 経営環境 

当信用組合の主要な営業エリ アである 福島県いわき 市においては、 原発事故の

影響によ り 避難を 強いら れている 方々の人口流入、 災害復興工事人員なら びに原

発関連作業人員等によ る 増加要因によ り 実質人口は震災前を 上回っ て推移し て

おり ま し たが、 復興の進捗に伴う 避難指示の解除によ る 帰還者の動き も 活発化し

ており 、 震災以降少数推移にあっ た転出者数も 復興の進展と と も に増加し 、 2016

年を ピ ーク に減少推移に転じ 、 実質人口は震災前を 割込んでいま す。  

【 いわき 市内の人口動向】              ※2020 年 10 月国勢調査結果に基づく 推計人口 

区分 / 年次 
2011 年 3 月 

( 震災前)  
2016 年 3 月 2020 年 3 月 2021 年 3 月 

※ 

2022 年 3 月 

※ 

2023 年 3 月 
※ 

2024 年 3 月 

実質人口 341, 402 人 348, 445 人 339, 089 人 331, 813 人 328, 087 人 323, 925 人 319, 830 人 

物流・ 観光の一大拠点である 小名浜港湾にかかる 整備事業を 始め、 いわき 市の

復旧計画に基づく 社会イ ンフ ラ の整備状況は順調に推移し ており ま す。 他方、 基

幹産業である 水産業は今も なお多大な影響・ 被害が続いていま す。 2023 年８ 月の

処理水放出によ り 、被害拡大懸念さ れま し たが、風評はほぼみら れない現状です。 

昨今の経済状況は、 長期に及んだコ ロ ナ禍に加え、 ロ シアによ る ウ ク ラ イ ナ侵

攻の長期化影響によ り 、 原材料費や原油価格を 含む資源価格等のコ ス ト アッ プが

全産業に影響を 及ぼし 、 物価上昇によ る イ ンフ レ 圧力が高ま っ ていま す。 その中

で、個人消費も 物価上昇の影響を受けつつも 、緩やかなペース で増加し ていま す。

他方、 住宅投資は弱めの動き ながら 、 公共投資は緩やかに増加し ていま す。  

【 いわき 市の需要動向計数】      【 いわき 市産業振興部 産業創出課 発行 「 TRAI L( ﾄﾚｲﾙ) 」 よ り 抜粋】  

区分 / 年次 
2010 年 

（ 震災前）  
2019 年 2020 年 2021 年 2022 年 2023 年 

大型小売店等販売額 68, 603 百万円 74, 924 百万円 76, 999 百万円 75, 051 百万円 74, 755 百万円 77, 220 百万円 

自動車新規登録台数 20, 608 台 21, 098 台 18, 105 台 16, 318 台 15, 143 台 17, 639 台 

新設住宅着工戸数 1, 712 戸 3, 417 戸 2, 001 戸 1, 911 戸 1, 973 戸 1, 467 戸 

 

居住人口の増加を 背景に、 震災後大幅な回復基調を 示し てき た個人消費、 建設      

等の需要動向においては、 コ ロ ナ禍前への回復基調が強ま っていま すが、 度重な

る 自然災害や資源高と 食料品等の高騰によ る 物価上昇影響は、経済活動の不確実

性を 高めていま す。 大型小売店等販売額、 自動車新規登録台数は前年水準を上回

っていま すが、 新設住宅着工戸数は前年を 下回っ ていま す。  
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② 震災復興への取組み体制 

地元の皆様が懸命に復興・ 再生に努力さ れている 中、 抜本的な経営改善・ 企業

再生はス ピ ード 感を持って行う 事が求めら れていま す。 当信用組合では、 お取引

先と の取引継続、 経営の質的改善等に親身に応じ てま いり ま し たが、 引き 続き 地

域の皆様を 最大限支援する 基本姿勢を 貫き 、 し っ かり と 取組んでいく 事が使命で

ある と 認識し ており ま す。  

こ のよ う な環境にあって、 十分かつ円滑な金融仲介機能を 発揮し ていく こ と が

地域経済の復興と 活性化には不可欠であり 、 相互扶助を理念と する 私共信用組合

の使命と 捉え、 独自性を 発揮し て様々な施策を ス ピ ーディ ーに実行し 、 多岐に亘

る 復興ニーズに対し 、 的確かつ迅速な対応に取組んでま いり ま し た。  

そのよ う な中、 創業・ 新事業支援においては、 地域の各種支援機関と の連携を

図り ながら 支援の取組みを 強化し ており ま す。 新規事業に対する ノ ウ ハウ を 提供

する 「 磐城国地域振興・ 創業塾」 を 通じ た支援や、 地域振興フ ァ ンド 組成によ る

新規需要の発掘等創業・ 新事業支援を積極的に進める 動き の中で、 新たな産業分

野への資金需要も 期待さ れており ま す。 「 人を 見て、 事業を見て融資する 」 方針

の基、 財務データ や担保・ 保証に過度に依存する こ と なく 、 その事業者の事業内

容や成長可能性など を 適切に評価し 、 柔軟性を 持った融資取組みを進める こ と で

地元復興を 推し 進めてま いり ま す。  

加えて、 当信用組合では、 地域における 人々の信頼関係や結びつき を「 ソ ーシ

ャ ルキャ ピ タ ル ( 社会関係資本) 」 と いう 概念で捉え、 長き に亘り 蓄積さ れた信

頼と 実績を 強みと し て地域発展に貢献し よ う と いう 共通認識で業務に邁進し て

いま す。 その強みを 活かし たビ ジネス モデルと し て、 事業先のみなら ず、 その企

業に従事する 従業員を 含めた職域サポート プラ ン「 いわし ん安心バリ ュ ー」 を推

進し ており ま す。事業先と の相互信頼を 基本と し て同先の福利厚生施策の一端を

担い、 その企業で働く 従業員に対し 、 金融面から の支援を 行う こ と でモチベーシ

ョ ンを高め、 も っ て事業の安定・ 発展に寄与する こ と を 目的と する も のです。 事

業先のみなら ず、 そこ で働く 従業員、 そし て当信用組合が三位一体と なり 、 相互

信頼を構築する こ と によ り 、 新たな資金需要の創造を進めてま いり ま す。  

2024年度も 、 当信用組合では、 引続き 、 資金繰り 支援の単純な継続ではなく 、

円滑な資金繰り 融資や既存融資の条件変更等の相談に対し 積極的に対応する た

め、 各営業店窓口に『 相談窓口』 を設置し 、 個々の実情に沿ったき め細かく ス ピ

ード 感を 持った支援活動に取り 組んでいま す。  
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（ ２ ） 決算の概要 

① 貸出金残高 

貸出金残高（ 末残） は、 2023 年３ 月末比 1, 163 百万円増加の 121, 508 百万円

と なり ま し た。  

震災から の地域経済復興に資する 資金供給に加え、 創業・ 新事業への支援によ

る 新事業の創出や地域事業者に対する 本業支援に積極的に取り 組んでおり ま す。 

2023 年度は、 長期に及んだコ ロ ナ禍に加え、 ロ シアによ る ウ ク ラ イ ナ侵攻の

長期化影響によ る 資源高・ 原材料高は、 経済活動の不確実性を 更に高め、 多業種

に影響を 与えており 、 特に事業者の資金需要は低調な状況が続き ま し た。  

事業性資金は、「 ゼロ ゼロ 融資」 の返済も 早ま る 中で、 事業者個々の現状に即

し た「 事業改善・ 再生・ 再構築」 に資する 信用供与に取り 組むと 共に、 外部の保

証会社と の提携を活用し た「 賃貸住宅ロ ーン」 の推進を 図り 、 同比 826 百万円増

加の 81, 146 百万円と なり ま し た。  

他方、 住宅ロ ーンにおいては、 建築価格の急騰に起因する 着工戸数の漸減影響

によ り 低調に推移する も 、 消費ロ ーンにおいては、 おま と め・ 借換え融資、 自動

車購入資金の需要の取り 込みのほか、地元ス ポーツ ク ラ ブと の提携によ る 当座貸

越付総合口座の併進効果によ り 、同比 59 百万円増加の 34, 453 百万円と なり ま し

た。  

 

② 預金残高 

預金残高（ 末残） は、 経済活動の不確実性の高ま り から 、 滞留資金の大口流出

に加え「 ゼロ ゼロ 融資」 の返済も 早ま り 、 大幅な減少推移の中で、 特別金利設定

の定期預金の取入れ効果で、2023年３ 月末比566百万円増加の204, 161百万円と な

り ま し た。  

法人預金は同比2, 641百万円減少の48, 975百万円、 個人預金においては同比

3, 207百万円増加の155, 187百万円と なり ま し た。  

【 資産・ 負債の推移】                 （ 単位： 百万円）  

 2024/３ 末 

実 績 

 2023/９ 末 

実 績 

2023/３ 末 

実 績 2023/９ 末比 2023/３ 末比 

資産 252, 607 4, 245 △9 248, 362 252, 616 

 う ち貸出金 121, 508 923 1, 163 120, 585 120, 345 

う ち有価証券 48, 876 1, 569 △279 47, 307 49, 155 

負債 231, 616 2, 824 △1, 584 228, 792 233, 200 

 う ち預金 204, 161 △2, 312 566 206, 473 203, 595 

う ち借用金 26, 300 5, 000 △2, 200 21, 300 28, 500 
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③ 損益の状況 

地域復興の課題解決及び新規事業・ 経営支援に資する 法人融資及び個人ロ ーン、

提携保証を 活用し た賃貸住宅ロ ーン等の積極的推進に取り 組み、更に市場金利の

上昇局面を 受けたき め細やかな融資金利設定の実践によ り 貸出金利息収入は前

年同期比で増加し 、 一方、 余資運用においては長期金利上昇に対応し たリ ス ク オ

フ 策（ 国債売却） によ る 平均残高減少のため有価証券利息配当金が減少し 、 資金

利益は前年同期と 同水準と なり ま し た。 ま た、 融資関係手数料の増収によ り 役務

取引等利益のプラ ス 域が拡大し たこ と によ り 、 コ ア業務純益は、 2023年３ 月末比

12百万円増益の917百万円と なり ま し た。  

経常利益は、 上記のリ ス ク オフ 策によ る 国債等債券売却損計上（ 479百万円）

等によ り 、 同比440百万円減益の230百万円と なり ま し た。  

当期純利益も 上記要因によ り 、 同比399百万円減益の214百万円と なり ま し た。 

【 損益状況の推移】                     （ 単位： 百万円）  

 2024/３ 期 

実 績 

 2023/３ 期 

実 績 前年同期比 

業務粗利益 2, 443 △367 2, 810 

 資金利益 2, 822 △8 2, 830 

役務取引等利益 48 25 23 

その他業務利益 △427 △383 △44 

経費 1, 962 △9 1, 971 

コ ア業務純益 917 12 905 

貸倒償却引当費用 407 283 124 

 一般貸倒引当金 △2 96 △98 

 個別貸倒引当金 221 215 6 

貸出金償却等 188 △28 216 

経常利益 230 △440 670 

特別損益 △3 △2 △1 

当期純利益 214 △399 613 

 

④ 自己資本比率の状況 

事業計画に基づく 営業推進によ る 期間収益と 普通出資金の増強によ り 内部留

保を 積み上げる こ と ができ 、 自己資本額は増加と なり ま し た。 ま た、 リ ス ク アセ

ッ ト において、貸出金資産が保証協会付融資を 始めと し た低リ ス ク ウ ェ イ ト 資産

へ移行し ている こ と に加え、有価証券で高格付け債券を中心に入替えを おこ なっ

たこ と でアセッ ト 額増加を 抑える こ と ができ 、単体自己資本比率は2023年３ 月末
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比0. 80ポイ ント 上昇の18. 64％と なり ま し た。  

 

第２  中小規模の事業者に対する 信用供与の円滑化その他の主と し て業務を行っ てい

る 地域における 経済の活性化に資する 方策の進捗状況 

（ １ ） 中小規模の事業者に対する 信用供与の円滑化のための方策 

① 中小規模の事業者に対する 信用供与の実施体制の整備のための方策 

ア． 復興・ 創生支援にかかる 専担部署の態勢強化 

 当信用組合は、 与信関連部署である 融資部・ 債権管理部・ 事業支援部間にお

いて、情報共有を 目的と し た定期的又は随時のミ ーティ ングの実施によ り 連携強

化を 進めてま いり ま し た。 ま た、営業店と の連携によ る 本業支援の取組みを 強化

する ための事業支援部を中心に、中小企業・ 小規模事業者に対する 資金供給の円

滑化、 創業・ 新事業支援、 成長支援、 事業再生・ 事業承継支援等、 企業のラ イ フ

サイ ク ルに応じ た支援を一気通貫で行える 態勢の強化を 図っ てま いり ま す。  

イ ． 営業体制の充実 

（ Ａ ） 効果的な営業力の強化と 人材育成 

当信用組合は、お取引先への円滑な信用供与によ る 震災復興を図る ためには、

営業店の機能強化が求めら れる こ と から 、 定期的な人事異動によ り 職員の適

性に応じ て基幹店舗を 中心に効率的に配置し 、 お取引先から の相談機能を 充

実さ せて金融支援を 図っ ており ま す。 ま た、 復興・ 創生や営業力強化に関す

る 意欲・ 意識の高い支店長輩出を 目的と し て、 2012 年３ 月から 支店長公募制

度を 導入し 、 こ の中から 2024 年３ 月末現在ま でに 19 名を登用し ま し た。 年

功にと ら われない管理職の登用を 通じ て協同組織金融機関と し ての特性であ

る 対話を 重視し た営業活動の実践によ り 、 個々の実情に即し たニーズを 的確

に把握し 、 取引機会の増加と 深耕を図っ ており ま す。  

他方、 営業店機能を 活かす上で、 個々の営業力の強化は不可欠であり 、 通常

業務においてのＯ Ｊ Ｔ のほか、 与信関連部署によ る 勉強会の実施や外部講師

によ る 実践訓練研修、 内部講師によ る 感動満足接客研修等を 定期的に開催す

る など し て職員の育成・ 教育に努めており ま す。 当信用組合では、 感動接客

を通じ た営業力強化プロ ジェ ク ト ・ 接客ス タ ンダード を策定し 、「 いわき 信組

だから でき る お客様対応の強み、 気持ちに寄り 添い気持ちにこ たえる （ ホス

ピ タ リ ティ ーの心）」 を テーマに顧客感動満足の向上に努めていま す。  

未曾有の複合災害を も たら し た大震災から 13 年経過し 、 復興ス テージが進

捗する 中にあっ ても 相次ぐ 自然災害や今般のコ ロ ナ禍影響も 重なっ て、 復興

ニーズも 多様化し ており 、 複合的な支援が求めら れま す。 今後も 、 実践に即

し た顧客対応、 多様な案件組成への取組みを 通し た経験を 積む中で、 顧客ニ
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ーズへの肌感覚や迅速な顧客対応を 可能と する 能力向上に努める と と も に、

顧客に寄り 添い気持ちに応える 感動接客を 実践し 、 円滑な信用供与と 金融サ

ービ ス の質の向上に取り 組んでま いり ま す。  

（ Ｂ ） 相談体制の機能の強化 

ａ ． 専門家によ る コ ンサルティ ングの実施 

当信用組合は、 2008 年度よ り 中小企業が抱える 経営課題解決に向けた国の

支援事業に参画し たこ と を 機に、 各種団体や地域の商工会議所・ 商工会と 連

携し ながら 、 相談機能の充実を 図っ ており ま す。 顧問契約を 締結し ている 中

小企業診断士等２ 名の専門家によ る 常設の相談対応のほか、 オールふく し ま

中小企業・ 小規模事業者経営支援連絡協議会（ よ ろ ず支援拠点、 事業承継・

引継ぎ支援セン タ ー、 信用保証協会、 活性化協議会等） の専門家派遣を 積極

的に活用し てま いり ま し た。お取引先の復興・ 再生に係る 相談対応に加え、「 新

型コ ロ ナウ イ ルス 感染症」 の影響を 受けている お取引先の業況悪化に伴い懸

念さ れる 廃業・ 倒産の前倒し 、 ま た、 事業承継への対応を 強化する 一方、 創

業を 志す方やお取引先の新規事業・ 事業再構築に向けた取組み等の支援強化

に向け、 よ り 具体的・ 実践的なアド バイ ス を 行っていま す。  

【 2023 年度外部専門家によ る コ ンサルティ ング実績等】   （ ３ 月末現在）  

外部専門家によ る  

コ ンサルティ ング実績 

創業・ 新事業に関する 相談 24 回（ ７ 先）  

事業改善・ 再生に関する 相談 34 回（ 12 先）  

事業承継に関する 相談 －回（ －先）  

補助金・ 助成金に関する 相談 12 回（ ８ 先）  

計 70 回（ 27 先）  

内、 外部機関と 連携し た 

専門家派遣実績 

福島県よ ろず支援拠点 ６ 回（ ２ 先）  

独立行政法人中小企業基盤整備機構 －回（ －先）  

福島県信用保証協会 －回（ －先）  

計 ６ 回（ ２ 先）  

創業・ 新事業融資実績 22 件、 189 百万円 

「 中小企業等グループ施設

等復旧整備補助事業」 等の

補助金に係る つなぎ資金等

の融資実績 

33 件、 387 百万円 

（ 震災後累計 390 件、 8, 058 百万円）  

ｂ ． 各種情報提供の実施 

当信用組合では、 お取引先を会員と する 経営者交流会「 う る し の実ク ラ ブ」

の活動のひと つと し て、 会員相互の事業の活性化、 業況拡大・ 好転を 目的と
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し たビ ジネス マッ チング交流会を 毎年１ 回開催し てき ま し た。 2019 年 11 月

18 日には、 東北地域で初開催と なる 「 新現役交流会」 を 含む第１ 回「 人材マ

ッ チング交流会」 を開催し ま し た。 2023 年度は、 主に首都圏在住の企業Ｏ Ｂ

を 中心と し た専門人材、 大手企業の現役世代で高度なス キルを 有する 副業人

材、 市内の就労移行支援事業者から の派遣人材、 外国人技能実習生の人材の

計４ 部門の人材と 地域で人材不足及び働き 手不足の課題を 抱える 事業者を マ

ッ チングさ せる「 ダイ バーシティ 人材のマッ チング交流会」 を 2024 年３ 月８

日に第４ 回目を 開催し ま し た。 参加企業は 13 社で、 上記４ 者と 延べ 58 の面

談を 実施、 う ち８ 社で人材マッ チングが成立し ま し た。  

 ま た、 よ り 広域的な販路拡大を 希望する お取引先も 多いこ と から 、 当信用

組合は信用組合のネッ ト ワ ーク 等を 通じ 、 首都圏等で開催さ れる 商談会・ 物

産展等への出展支援を 行っ てき ま し た。 2020 年度は、 新型コ ロ ナウ イ ルス 感

染拡大の影響に伴い中止と なっ た商談会の代替と し て、 事業の縮小や売上減

少等を 余儀なく さ れた事業者の商品を 、 信組業界ク ラ ウ ド フ ァ ン ディ ン グ

「 MOTTAI NAI みら い」を活用し て全国に情報発信し 販売支援を 行っ ており ま す。 

【 経営者交流会「 う る し の実ク ラ ブ」 ビ ジネス マッ チング交流会】  

回次 開催日 参加企業数 備考 

第１ 回 2008. 3. 18 100 社 ‐  

第２ 回 2009. 1. 20 118 社 ‐  

第３ 回 2009. 3. 7 150 社 ビ ジネス ド リ ーム発表会 

第４ 回 2009. 12. 4 120 社 ‐  

第５ 回 2011. 2. 22 125 社 ‐  

第６ 回 2012. 2. 17 160 社 ‐  

第７ 回 2012. 11. 21 141 社 商談成約は 28 件 

第８ 回 2014. 3. 4 40 社 グループディ ス カッ ショ ン 

第９ 回 2015. 2. 13 125 社 商談成約は 31 件 

第 10 回 2015. 10. 22 149 社 商談成約は 22 件 

第 11 回 2017. 2. 14 120 社 地域商社構想をコ ーディ ネイ ト  

第 12 回 2018. 1. 15 104 社 会員企業によ る ブース 出展 10 社 

第 13 回 2019. 1. 23 99 社 会員企業によ る ブース 出展 11 社 

第 14 回 2020. 1. 21 100 社 会員企業によ る ブース 出展 13 社 

2023 年 10 月２ 日から 11 月 30 日にオンラ イ ン特設サイ ト で開催さ れた「 2023

し んく み食のビ ジネス マッ チング展」においては、出展事業者 13 社に対し て、

展示商談サイ ト 閲覧数 776 件・ お問合せ数４ 件、 商談数実績 30 件と 全体を通

し 活発な商談が行われ販路開拓、 出荷拡大に貢献し ま し た。  
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今後も 、 震災復興・ 地域経済の活性化に資する べく 、 営業地域における ビジ  

ネス マッ チング交流会の定期開催に加えて、広域的な販路拡大に向けた機会創

出など 、 お取引先のニーズを踏ま えた支援施策を 実施し てま いり ま す。  

【 広域的な販路拡大に向けた出展支援】  

イ ベント 名 開催日 会場 出展数 来場者数 支援先数 

（ 2016 年度）  

2016 し んく み食のビ

ジネス マッ チング展 

2016. 10. 26 

サンシャ イ ンシティ  

文化会館 3Ｆ  

展示ホール 

216 社 4, 675 名 10 社 

（ 2017 年度）  

2017 し んく み食のビ

ジネス マッ チング展 

2017. 10. 25 

サンシャ イ ンシティ

文化会館 3Ｆ  

展示ホール 

211 社 4, 859 名 13 社 

（ 2018 年度）  

2018 し んく み食のビ

ジネス マッ チング展 

2018. 11. 6 

サンシャ イ ンシティ

文化会館 2Ｆ  

展示ホール 

223 社 4, 680 名 15 社 

（ 2019 年度）  

2019 し んく み食のビ

ジネス マッ チング展 

2019. 10. 30 

サンシャ イ ンシティ

文化会館 2Ｆ  

展示ホール 

227 社 4, 801 名 14 社 

（ 2020 年度）  

2020 し んく み食のビ

ジネス マッ チング展 

中止 

（ 2021 年度）  

2021 し んく み食のビ

ジネス マッ チング展 

2021. 10. 4～

2021. 11. 26 

オンラ イ ン 特設サイ

ト  
157 社 ‐  7 社 

（ 2022 年度）  

2022 し んく み食のビ

ジネス マッ チング展 

2022. 10. 3～

2022. 11. 30 

オンラ イ ン 特設サイ

ト  
152 社 ‐  6 社 

（ 2023 年度）  

2023 し んく み食のビ

ジネス マッ チング展 

2023. 10. 2～

2022. 11. 30 

オンラ イ ン 特設サイ

ト  
152 社 ‐  13 社 

ｃ . 休日営業相談業務の実施 

当信用組合では、営業時間内に来店する こ と が困難なお客様への対応と し て、

2012 年３ 月から 、 全営業店において 17 時ま で窓口相談対応を 受け付ける 態勢

と し ており ま す。 ま た、 2021 年度から 本庁前バッ ク アッ プセンタ ー（ 旧本庁前

支店） 及び鹿島バッ ク アッ プセンタ ー（ 旧総合ロ ーン センタ ー） において特別
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相談会を 実施し ており 、 2023 年度においては計６ 回開催し 62 件の相談を 受け

ま し た。 ま た、 2023 年９ 月の台風 13 号に伴う 自然災害で被災さ れた方々への

相談会も 実施し 、 地域社会の早期復旧、 復興への後押し に取組んでおり ま す。

こ れら の対応を 引き 続き 実施する こ と で、 お客様の利便性向上に取り 組んでま

いり ま す。  

（ Ｃ ） 戦略的営業活動の展開 

ａ ． 地域に密着し た営業活動の展開 

当信用組合では、 協同組織金融機関の特徴である 相互扶助の精神と 、『 お客

様の顔が見える 』 狭域高密度経営の実践と し て、「 気持ちに寄添い気持ちにこ

たえる ( ホス ピ タ リ ティ ーの心) 」 を テーマにし 、 2014 年度よ り 営業係及び窓

口係がＣ Ｉ Ｓ マイ ス タ ー制度（ Ｃ Ｉ Ｓ ： Cust omer  I mpr essi ve Sat i sf act i on

の頭文字から 取っ た“ 顧客感動満足” を 指す言葉です。） 資格取得へ取組むな

ど 、 感動接客を通じ た対面訪問活動を基軸に、 地域に根差し た信用組合の特性

を十分発揮し た『 親身で役に立つ金融機関』 を体現し ており ま す。  

今般のコ ロ ナ禍の影響によ り サービ ス 提供の非対面化が進む中、限定的な対

面機会を 有効に活かし 、 顧客利便性を損なう こ と なく 行う 架電を 活用し た「 ス

マート 営業」 を 2020 年７ 月よ り 導入し 、 更なる 営業力強化に取り 組んでおり

ま す。  

地域に暮ら す方々は様々な事情を抱えながら 、 それぞれに「 豊かな暮ら し 」

の実現を 目指し て生活し ていま す。 だから こ そ、「 お客様が望む価値の提供を

目的に、 お客様個々に行う 、 一律ではない課題解決型の提案営業」《 Cat egor y 

Val ue Sal es＝Ｃ Ｖ Ｓ ( カテゴリ ー・ バリ ュ ー・ セールス ) 》 を 基本概念と し て

掲げ、 その取組みと し て、 職域サポート プラ ン「 いわし ん安心バリ ュ ー」 を推

進し ていま す。 なお、 2024 年３ 月末現在、 締結事業先数は 1, 551 先、 従業員

へのロ ーン実行実績は 1, 316 件 1, 926 百万円と なり ま し た。  

事業先のみなら ず、そこ で働く 従業員、そし て当信用組合が三位一体と なり 、

相互信頼を 構築する こ と で新たな資金需要の受皿と なる こ と を 目指し ており

ま す。  

ｂ ． 震災対応商品の提供と 開発 

当信用組合では、震災発生直後から 緊急生活資金の取扱いを おこ ない、その

後の復興再生期間には復興支援資金、 再生・ 再建資金など 、 復興の進捗状況に

よ り 変化する ニーズを 的確に捉え、 新たな商品を 提供し てき ま し た。 今後も 復

興ス テージの進展に合わせた新商品の開発に継続し て取り 組んでま いり ま す。 

ま た、震災以後に繰り 返し 発生する 自然災害に対し て被災を 受けた事業者及

び個人に対する 融資商品の提供も 機動的に行っており ま す。  
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【 東日本大震災関連商品と 融資実績】（ 2024 年３ 月末現在）  

（ 法人・ 個人事業者向け災害復旧支援事業）           【 単位： 千円】        
商品名 プロ パー・

保証協会 

資金使途 ご融資金額 ご融資期

間 

実行 

件数 

実行 

金額 

いわし ん災害

復興資金（ 2021

年 3 月 31 日に

て取扱終了）  

プロ パー 事業の再建に必

要な運転・ 設備

資金 

運転 3, 000 万円以内 

設備 5, 000 万円以内 

※福島原発事故の影響に

よ る 事業再起の場合、 運

転・ 設備併せて 3, 000 万

円以内 

運転 7 年

以内 

設備 10 年

以内 

( 据置期間

2 年以内)  

273 件 3, 564, 794 

いわし ん災害

復興特別資金

（ 2021 年 3 月

31 日にて取扱

終了）  

プロ パー 事業の再建に必

要な運転資金 

1 億円以内 3 年以内 142 件 8, 181, 248 

いわき 市中小

企業融資制度 

( 災害対策特別

資金）  

保証協会

保証付 

事業の再建に必

要な運転・ 設備

資金 

3, 000 万円以内（ いわき 市

中小企業融資制度の限度

枠と は別枠）  

10 年以内

( 据置 2 年

以内)  

41 件 363, 640 

いわき 市中小

企業不況・ 倒産

関連対策資金 

保証協会

保証付 

事業の再建に必

要な運転・ 設備

資金 

運転・ 設備 3, 000 万円以

内 

10 年以内

( 据置 1 年

以内)  

61 件 457, 300 

福島県緊急経

済対策資金 

( 震災対策特別

資金）  

保証協会

保証付 

事業の再建に必

要な運転・ 設備

資金 

運転・ 設備 8, 000 万円以

内 

（ 運転・ 設備併用の場合

は 8, 000 万円限度と する ） 

10 年以内

( 据置 2 年

以内)  

24 件 285, 310 

ふく し ま 復興

特別資金 

保証協会

保証付 

事業の再建に必

要な運転・ 設備

資金 

運転・ 設備 8, 000 万円以

内 

（ 運転・ 設備併用の場合

は 8, 000 万円限度と する ） 

15 年以内

( 据置 3 年

以内)  

1, 063

件 

16, 584, 827 

ちいき の“ 力”

5000・ 3000 

プロ パー 事業の運営に必

要な運転・ 設備

資金 

3000： 運転・ 設備 3, 000

万円以内 

5000： 運転・ 設備 5, 000

万円以内 

（ 運転の場合月商の 1. 5

倍ま でと する ）  

運転 

7 年以内 

設備 

10 年以内 

 

442 件 5, 166, 955 

地域復興応援

商品 

「 エール」  

プロ パー 業容の拡大、 新

分野への進出、

雇用の創出目的

と する ために必

要な運転資金・

設備資金 

３ 億円以内 運転 

7 年以内 

設備 

20 年以内 

 

149 件 4, 854, 950 
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（ 個人向け災害復旧支援事業）                 【 単位： 千円】  

商品名 
プロ パー・

保証協会 
資金使途 ご 融資金額 ご 融資期間 件数 金額 

いわし ん災害 

復興住宅ロ ーン  

プロ パー 住宅の新築・ 購入・  

修繕（ リ フ ォ ーム

等）・ 整地等 

4, 000 万円ま で 最長 35 年以内 68 件 1, 110, 390 

災害復興 

多目的ロ ーン

（ 2013 年 3 月

31 日にて取扱

終了）  

ジャ ッ ク ス

保証 

自宅リ フ ォ ーム（ 借

換含む）  

車購入（ 借換含む）  

家財購入・ 医療費 

リ フ ォ ーム

1, 000 万円ま で 

自動車 500 万円ま

で  

家財 500 万円ま

で 

リ フ ォ ーム  

6 ヶ 月～20 年 

自動車 

6 ヶ 月～8 年 

家財 

6 ヶ 月～10 年 

122 件 261, 980 

マイ カーロ ーン

（ 罹災者専用

の取扱いは

2018 年 6 月 30

日にて終了）  

プロ パー 車両購入・ 修理等 1, 000 万円ま で 最長 10 年以内 

( 罹災者の場合

最長 8 年以内)  

 

6 件 9, 080 

メ モリ アルロ ーン

（ 2018 年 6 月

30 日にて取扱

終了）  

プロ パー 葬儀費用 

墓石建立・ 修理費用 

永代供養費用 

その他の冠婚葬祭 

費用支払い資金 

100 万円ま で 最長 7 年以内 13 件 11, 020 

東日本大震災

緊急生活支援

資金 

（ 2018 年 9 月

30 日にて取扱

終了）  

プロ パー 生活支援資金 30 万円以内 

（ 原則 10 万円以

内）  

最長 3 年 6 ヶ 月

（ 1 年間据置可

能）  

25 件 3, 410 

【 新型コ ロ ナウ イ ルス 対策特別資金（ 実質無利子型） 融資実績】 （ 2024年３ 月末現在）  

                                【 単位： 千円】  

件数 残高 

848件 7, 608, 505 

 

② 中小規模の事業者に対する 信用供与の実施状況を 検証する ための体制 

ア． 常務会によ る 検証 

強化計画につき ま し ては、 諸施策への取組状況を主管部署である 総務部にて

取り ま と めのう え常務会に報告し 、 その進捗状況を月次で検証し ており ま す。  

強化計画に掲げる 施策への取組みが捗々し く ない場合におき ま し ては、 常務

会においてその要因を把握のう え、 所管部に対し 改善策の検討・ 策定を 指示す

る こ と によ り 、 強化計画の着実な履行を 進めており ま す。  

イ ． 理事会によ る 検証 

常務会における 検証内容につき ま し て、 理事会に月次で報告し て、 非常勤理

事及び非常勤監事の知識、 経験に基づいた幅広い視点から 検証を 行い、 必要に

応じ てその後の取組みに反映する こ と によ り 、 地元の復興、 経済活性化への取
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組みに活かし ており ま す。  

 

③ 担保又は保証に過度に依存し ない融資の促進その他の中小規模の事業者の需要

に対応し た信用供与の条件又は方法の充実のための方策 

ア． 担保・ 保証に過度に依存し ない融資の促進 

営業店での日常の業務活動における 取引先事業者の業況把握や、 財務・ 定性

情報の集積によ る 経営実態を 踏ま えた信用リ ス ク の把握、 事業の見通し や事業

から のキャ ッ シュ フ ロ ーを 重視し た融資審査の強化によ り 、 担保・ 保証に過度

に依存し ない融資の促進に取り 組んでおり ま す。  

ま た、 2023 年４ 月から 「 経営者保証に関する ガイ ド ラ イ ン」 の厳格化に伴い

当ガイ ド ラ イ ン の一層の活用を 促す指導を おこ なっ ており 、 融資案件毎に活用

状況を 確認する など 、 引き 続き 担保・ 保証に過度に依存し ない融資の促進を 図

っ てま いり ま す。  

イ ． 復興に向けた法人・ 個人事業者向け融資の推進 

当信用組合では、 対面ヒ アリ ン グを 丁寧に行う こ と で、 書面には表れないお

客様個々の事情をく み取っ た与信判断に努めてき ま し た。 こ れま でも 福島県及

びいわき 市の震災関連制度融資を 推進し てま いり ま し たが、 今後につき ま し て

も 、 ＷＥ Ｂ 相談を加えた相談機能の充実・ 営業力の強化によ り 、 引き 続き 震災

復興に加え、 原材料価格や人件費の高騰、 ガソ リ ン・ 電気代等エネルギー価格

の高止ま り は、 企業収益を 逼迫し 続けており 、 必要と さ れる 事業先が息切れす

る こ と のなき よ う 資金提供に取り 組んでま いり ま す。  

ウ ． 信用保証協会保証付き 融資の推進 

信用保証協会と の意見交換会及び勉強会開催に積極的に取り 組み、 信用保証

協会の保証を 利用し た低金利の制度融資の推進を図っ ていま す。  

新型コ ロ ナウ イ ルス 対策特別資金、 いわゆる 「 実質無利子・ 無担保融資」 の

返済は、 予見さ れていたよ り 早く 進んでおり 、 各種支援策の終了に伴い新たな

資金需要も 顕在化し ており 、 事業者個々の現状に即し た柔軟な融資相談を 進め

ま す。 ま た、 伴走支援制度も ６ 月末で終了する こ と を 踏ま え信用保証協会と の

連携を 密にし 、 期間内での借換を 推進し ており ま す。 伴走支援制度終了後につ

いても 福島復興特別資金等の資金活用を 通じ て柔軟に対応し てま いり ま す。  

エ． 政府系金融機関と の協調 

震災復興に向けた資金ニーズに対応する ため、 政府系金融機関と 協調し た融

資や代理貸付にも 積極的に取り 組んでおり 、 2023 年度につき ま し ては直接貸

付・ 当信用組合協調にて合計 15 先 380 百万円の融資を 実行し ており ま す。ま た、

７ 月から 日本公庫のロ ーン担保証券（ CLO） と 連携し た定型事業者ロ ーンの発売
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を 開始し 、 信用供与の方法について一層の充実を図っ てま いり ま す。  

 

（ ２ ） 被災者への信用供与の状況及び被災者への支援を はじ めと する 被災地域におけ

る 東日本大震災から の復興に資する 方策 

① 被災者への信用供与の状況 

当信用組合では、 事業取引先、 住宅ロ ーン利用先等の被災状況について、 訪問面

談等によ る 調査を実施し 、 1, 210 先（ 2012 年３ 月末における 全体構成比 12. 3％）

が被災さ れている こ と を 確認いたし ま し た。  

当信用組合の主要なエリ アである いわき 市においては、東日本大震災によ り 、地

域の社会イ ンフ ラ を 含め多く の生産拠点や設備、住宅が損壊し たほか、原発事故の

影響によ る 風評被害も 加わり 、多業種に亘り 壊滅的な打撃を 受け、極めて甚大な影

響が生じ ま し た。 未だに、 一次生産者においては、 原発事故の影響によ る 風評被害

によ り 先行き に対する 不安が残っ ている 状況にあり ま す。  

震災から の復興が進む中で、被災事業者の経営基盤並びに個人の生活基盤に対す

る 復興・ 復旧に係る 信用供与は落ち着き を みせていま し たが、その後に繰り 返し 発

生する 自然災害に加えて新型コ ロ ナ感染症や人手不足、後継者不足など 多様化する

経営課題解決に向けた信用供与にも 積極的に取り 組んでおり ま す。  

【 被災者向けの新規融資の状況】  

 新 規 融 資 

2024 年３ 月末ま での累計 ( う ち条件変更先に対する 新規融資)  

先 数 金 額 先 数 金 額 

事業性資金 177 先 45, 383 百万円 66 先 15, 772 百万円 

 運転資金 121 先 29, 483 百万円 55 先 7, 055 百万円 

設備資金 56 先 15, 900 百万円 11 先 8, 717 百万円 

住宅ロ ーン 68 先 1, 110 百万円 － － 

合 計 245 先 46, 493 百万円 66 先 15, 772 百万円 

 

② 被災者への支援をはじ めと する 被災地域における 東日本大震災から の復興に資

する 施策 

ア． 相談機能の強化 

当信用組合では、 被災さ れたお客様から のご相談に適切に対応する ため、 全

営業店に「 融資に係る ご相談窓口」 を設置し ており 、 鹿島バッ ク アッ プセンタ

ーや本庁前バッ ク アッ プセンタ ーにおいて日本公庫と 連携し た融資相談会も 実

施し ており ま す。  

お客様から の相談内容、 ニーズは多岐に亘り ま すこ と から 、 専門的な分野も
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含めお客様に適切に対応し ており ま す。 融資条件の弾力的な対応や復興に向け

た新たな資金需要にかかる 相談案件等を 融資部にて一元的に取り ま と め、 債権

管理部及び事業支援部と 連携を図り 的確かつ迅速な対応を 行っ ており ま す。  

ま た、 2013年10月よ り 経営者交流会「 う る し の実ク ラ ブ」 会員（ 2024年３ 月

末現在、 会員数623名） 向けの一斉フ ァ ッ ク ス 送信によ り 、 公的補助金・ 助成金

等の有用な情報提供の充実に努める と と も に、 全役職員向けに公的補助制度の

概要等を内部イ ント ラ ネッ ト に掲載し 、 当信用組合職員の相談対応のス キル・

ノ ウ ハウ の強化を 図っ ており ま す。  

イ ． 融資条件の弾力化及び積極的な融資対応 

ａ ． 返済条件の変更等 

当信用組合では、 被災さ れたお取引先から の申し 出を真摯に受け止め、 元

本の据置や金利引下げなど 返済条件の変更等の柔軟な取扱いを 実施し ており 、

2024年３ 月末時点で事業性資金820先、 177, 876百万円（ う ち、 震災の影響に

よ る も の211先、 23, 044百万円） 、 住宅ロ ーン168先、 3, 292百万円（ う ち、 震

災の影響によ る も の68先、 828百万円） の元本の据置や金利引下げなど 返済条

件の緩和を 行っており ま す。  

【 東日本大震災以降の条件変更対応状況】 （ 2024年３ 月末基準）    

  
条件変更実行 

う ち、震災の影響に 

よ る 条件変更 

事 業 資 金 
先 数 820先 211先 

金 額 177, 876百万円 23, 044百万円 

住宅ロ ーン 
先 数 168先 68先 

金 額 3, 292百万円 828百万円 

合   計 
先 数 988先 279先 

金 額 181, 168百万円 23, 872百万円 

ｂ ． 復興・ 創生に向けた対応 

震災の影響によ り 、 お取引先の経営環境は大き く 変化し ている こ と から

日々の営業活動を 通じ 被災さ れたお取引先の個別事情を把握し 、 外部の支援

機関と も 連携のう え、 お取引先の事業再生に向けた経営計画の策定支援や定

期的なモニタ リ ングを 行ってま いり ま す。  

ウ ． 営業店拠点機能の維持・ 強化と 機能の見直し  

当信用組合では、 地震・ 津波及び原発事故によ る 深刻な被害を受け、 震災発

生以前の 19 店舗体制から 、 ４ 店舗を 統廃合し 、 現在は 15 店舗体制と なっ てお

り ま す。  

統廃合店舗に配置し ていた職員を 、 基幹店舗の渉外人員等へ再配置を行う こ
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と によ り 、 よ り 一層、 お客様と の直接の窓口と なる 営業店機能の維持・ 強化を

図っており ま す。  

ま た、 原発事故の避難指示解除準備区域にあった楢葉支店につき ま し ては、

震災後のお取引先の避難動向に合わせて、 本庁前支店内から 現在は四倉支店内

に店舗内店舗と し て移設、 営業し ており ま す。  

今後も 、 国や県・ 市や行政区と 地域再生に向けた取組みと 歩調を 合わせ、 被

災地の現状と 復興ス テージの進捗状況に沿って店舗毎の特性も 考慮し 、 お取引

先の利便性向上や復興の実現に向け、 必要に応じ た店舗戦略の見直し を 行っ て

ま いり ま す。  

エ． 震災復興・ 創生に向けた新商品の開発・ 提供 

当信用組合では、 震災発生直後から 緊急生活資金の取り 扱いを おこ ない、 そ

の後の復興再生期間には復興支援資金、 再生・ 再建資金など 、 復興の進捗状況

によ り 変化する ニーズを 的確に捉え、 新たな商品を提供し てき ま し た（ Ｐ 10～

11に記載の一覧表参照） 。 今後も 復興ス テージの進展に合わせた新商品の開発

に継続し て取り 組んでま いり ま す。  

ま た、 震災以後に繰り 返し 発生する 自然災害に対し て被災を受けた事業者及

び個人に対する 融資商品の提供も 機動的に行っ ており ま す。  

オ． 被災地の事業者の事業再生・ 事業継承に向けての支援 

（ Ａ ） 事業再生への支援 

ａ ． 支援態勢の確立 

財務情報等によ る 定量面の状況把握と 日々の営業活動の中で定期的なモニ

タ リ ングによ る 定性面の実態把握によ り 、 営業店及び本部関連部署が情報を

共有し 、 お取引先の経営環境に合った支援施策を協議し 実効的な対応を行っ

てま いり ま す。  

2024年３ 月末現在、 経営改善や事業再構築・ 成長支援を行う 経営支援先は

22先あり 、 本部と 営業店が連携し て経営改善計画の策定を支援する と と も に、

継続し た本業支援と ヒ アリ ングを 実施し ており ま す。  

ｂ ． 外部機関と の連携 

お取引先の状況を 総合的に勘案し たう えで、 事業再生計画策定に関する 助

言・ 相談など 、 中小企業診断士、 税理士、 公認会計士等の専門家と 協働し て

対応し ている ほか、 様々な外部機関と の連携によ る 知見の活用を図っ てま い

り ま す。  

ま た、 抜本的な財務内容の改善が必要なお取引先につき ま し ては「 福島産

業復興機構」 及び「 株式会社東日本大震災事業者再生支援機構」 と 協議し な

がら 、 債権売却を 含めた事業再生支援を 実施し てま いり ま す。 2024年３ 月末
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時点における 「 福島産業復興機構」 及び「 株式会社東日本大震災事業者再生

支援機構」 の活用状況について、 支援決定済又は買取済の先は13先と なっ て

おり ま す。  

【 福島産業復興機構・ 株式会社東日本大震災事業者再生支援機構の活用実績】  

（ 2024年３ 月末時点）  

持込み先 
支援決定済又は 

買取済 

本年度持込み見込み 

 
う ち機構と 相談中 

う ち機構と 買取等に

向け協議・ 調整中 

福島産業復興機構 4 ‐  ‐  ‐  

株式会社東日本大震災 

事業者再生支援機構 
9 - - - 

合計 13 - - - 

ｃ ． 自然災害によ る 被災者の債務整理に関する ガイ ド ラ イ ンに基づく 債務整理

への対応 

個人版私的整理ガイ ド ラ イ ンによ る 債務整理の申請については、 2024年３

月末ま で計８ 件（ すべて旧個人版私的整理ガイ ド ラ イ ンに基づく 実績であり 、

住宅ロ ーン５ 件、 消費者ロ ーン３ 件） の相談を 受け、 そのう ち３ 件について

弁済計画案が成立し ており ま す（ 残り ５ 件は同ガイ ド ラ イ ンの適用になり ま

せんでし た） 。 同ガイ ド ラ イ ンは、 2021年３ 月31日をも っ て終了し ており ま

すが、 2021年４ 月から 「 自然災害によ る 被災者の債務整理に関する ガイ ド ラ

イ ン」 にも と づき 、 定期的な訪問活動等によ り お客さ ま の状況把握に引き 続

き 努める と と も に、 取引内容や状況を 最大限に考慮し たう えで、 自然災害に

よ る 被災者の債務整理に関する ガイ ド ラ イ ン委員会や弁護士・ 税理士等と 連

携し 、 債務整理の相談・ 申出に対し 適切な対応を図ってま いり ま す。  

ｄ ． 販路拡大等に向けての対応 

・ 営業地域における 販路拡大に向けての対応 

販売先、 仕入先等の被災ある いは風評被害等によ り 、 売上が減少し てい

る お取引先におき ま し ては、 事業の継続に向けて、 新たに販路ある いは仕

入先を 確保する こ と が必要になっ てま いり ま す。  

当信用組合では、 お取引先を 会員と する 経営者交流会「 う る し の実ク ラ

ブ」 の活動に取り 組んでおり 、 こ れま で通算14回（ 参加企業数延べ1, 651

社） のビジネス マッ チング交流会を 開催し ている ほか、 会員同士の情報交

換を 目的と し た交流会も 定期的に開催、 2019年には女性会員を 対象と し た

「 つつじ の会」 を 発足し 、 こ れま で２ 回の例会を開催し ており ま す。  

ま た、 事業支援部を 専担部署と し て、 当信用組合の店舗ネッ ト ワ ーク 及

び営業活動を活用し て事業者の経営課題と 事業の展望など を捉え、 課題解
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決や経営支援に資する 外部機関と の連携強化を 図っ ており ま す。  

今後も こ れら の取組みを継続する と と も に、さ ら なる ビ ジネス マッ チン

グの機会を 創出・ 提供し てま いり ま す。  

・ 広域的な販路拡大に向けての対応 

当信用組合では、 営業地域外における 広域的な販路等の確保に向け、 信

用組合のネッ ト ワ ーク を活用し たお取引先支援の一環と し て、 全国信用協

同組合連合会が運営する ク ラ ウ ド フ ァ ンディ ングサイ ト 「 MOTTAI NAI みら

い」 を 活用し た「 し んく み新型コ ロ ナ対応事業者応援プロ ジェ ク ト 」 を通

し て、 コ ロ ナ禍によ り 売上減少を 余儀なく さ れている 事業者の商品を 全国

に発信する こ と で、 販売支援を行っており ま す。  

（ Ｂ ） 事業の承継に対する 支援 

当信用組合の営業エリ アにおいても 経営者の高齢化が進んでいる こ と か

ら 、 事業承継は大き な経営課題のひと つと なっ ており 、 ま た、 東日本大震災

に加え今般の新型コ ロ ナウ イ ルス 感染症拡大を 契機と し て事業承継に関する

支援ニーズはさ ら に拡大し ている も のと 思われま す。  

こ のため、 中小企業庁の「 事業承継診断書」 を 用いた実態調査を 行う と と

も に、 それぞれの実情に合わせ、 親族内承継を 計画する 事業者を 対象と し た

常設の専門家相談をはじ め、 Ｍ＆Ａ のマッ チングを 行う 「 福島県事業承継・

引継ぎ支援センタ ー」 等の公的機関や、 Ｍ＆Ａ 仲介プラ ッ ト フ ォ ーム、 人材

紹介、 結婚相手の紹介を 展開する 民間企業など 、 様々な外部機関と の連携強

化を図っており ま す。 今後は、 事業承継に係る 連携協定を 締結し ている 株式

会社日本政策金融公庫いわき 支店と の協調融資商品の推進と と も に、 後継者

不在のお取引先へのアプロ ーチ手段と し て、 同公庫の事業承継マッ チング支

援の枠組みを 活用する など 、 事業承継に係る 支援メ ニュ ーの充実を図ってま

いり ま す。  

（ Ｃ ） 創業又は新事業の開拓に対する 支援 

当信用組合では、 地域活性化の一助と し て、 顧問契約を締結し ている 中小

企業診断士等が事業計画策定から 融資後のフ ォ ロ ーアッ プま でト ータ ルサポ

ート する 創業・ 新事業支援資金（ 商品名「 フ ロ ンティ ア」） を提供し ていま す。  

  【 創業・ 新事業融資実績（「 フ ロ ンティ ア」 を 含む）】  

年度 実行件数 実行金額 

2017 年度 32 件 236 百万円 

2018 年度 34 件 138 百万円 

2019 年度 26 件 620 百万円 

2020 年度 24 件 101 百万円 
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2021 年度 37 件 123 百万円 

2022 年度 29 件 322 百万円 

2023 年度 29 件 80 百万円 

今般のコ ロ ナ禍の中で開催し た「 創業塾」 では、 会場及びオンラ イ ンでの

受講方法を 併用し たこ と で、 多く の創業・ 起業予定者に広く ビジネス につい

て学んでいただけま し た。 今後も オン ラ イ ン 配信を 活用し た創業塾や各種セ

ミ ナー開催を 企画、 検討し てま いり ま す。  

ま た、 新事業や新分野転換等、 多種多様な経営課題の相談ニーズに対し て

は今後と も 、 外部専門家によ る コ ンサルティ ング相談なら びに新事業等の経

営相談を強化し 、 本格的な事業支援に取り 組んでま いり ま す。 ま た、 創業・

新事業を志す人材の発掘・ 育成を 通じ て起業家輩出を後押し する こ と によ り

地域経済活性化に資する 目的で、 2013 年１ 月に『 第１ 期いわし ん創業塾』 を

開講し て以来、 2022 年度ま で、 延べ 1, 182 名が参加し ており ま す。 加えて、

2016 年８ 月 31 日に経済産業省から 変更認可さ れた「 いわき 市創業支援計画」

で、 当信用組合が『 連携認定創業支援事業者』 に選任さ れ、『 特定創業支援事

業』 の実施を 受託し たこ と で、 2017 年度から はいわき 市と 連携し 「 磐城国地

域振興・ 創業塾」 と 名称を 変えて開催いたし ま し た。 それ以降、 一定の要件

を 満たし た参加者は、 いわき 市よ り 交付さ れる 「 認定特定創業支援事業によ

る 支援を受けた証明書」 の対象と なり 、 創業補助金の申請や会社設立時の登

録免許税の軽減など の支援施策を 利用でき る よ う になり ま し た。 2022 年度ま

での証明書交付対象者は 136 名と なり ま し た。 なお、 2024 年度は４ 月～５ 月

の開催を予定し ていま す。  

創業塾 参加者延

べ人数 

証明書交

付対象者 

2013年～2016年 第１ 期いわし ん創業塾 ― 457名 ― 

2017年 磐城国地域振興創業塾 全６ 講座 108名 21名 

2018年 磐城国地域振興創業塾 全６ 講座 133名 25名 

2019年 磐城国地域振興創業塾 全６ 講座 183名 35名 

2020年 磐城国地域振興創業塾 全６ 講座 131名 23名 

2022年 磐城国地域振興創業塾 全６ 講座 170名 32名 

当信用組合は2016年２ 月、 地域に特化し た購入型ク ラ ウ ド フ ァ ンディ ング

サイ ト 「 Ｆ Ａ Ａ Ｖ Ｏ （ フ ァ ーボ） 」 のエリ アオーナーと し て「 Ｆ Ａ Ａ Ｖ Ｏ 磐

城国（ いわき のく に） 」 を開設し 、 相双五城信用組合（ 本店： 相馬市） ら エ

リ アパート ナーと と も に地域密着型ク ラ ウ ド フ ァ ンディ ングと し て運営し て

き ま し た。 運営会社の統合によ り 、 「 ク ラ ウ ド フ ァ ンディ ング磐城国」 （ キ
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ャ ンプフ ァ イ アー） と 名称を 替えて、 2020年８ 月から は、 いわき 市、 いわき

商工会議所、 いわき 産学官ネッ ト ワ ーク 協会と の連携によ る コ ロ ナ対策企画

「 企業ひと 技 応援フ ァ ンド 」 を 立ち上げま し た。 2023年度は、 事業承継や新

たなビ ジネス モデルの構築に尽力する 市内の事業者６ 社を 支援し ており 、

2024年度も 同様の枠組みで支援を 継続し ており ま す。  

  カ． 日本銀行の「 被災地金融機関を 支援する ための資金供給オペレ ーショ ン」 へ   

の参加 

当信用組合では、 全信組連を 通じ て日本銀行によ る 「 被災地金融機関を支援

する ための資金供給オペレ ーショ ン」 に参加し 、 被災者の資金需要等に円滑に

応じ ら れる よ う 、 潤沢な手元資金を 確保でき る 態勢を 整えており ま す。  

キ． 当信用組合によ る 被災地支援の取組み 

（ Ａ ） 当信用組合の取組み 

当信用組合では、 震災発生以降、 被災さ れた方や避難を余儀なく さ れた方々

の利便性を 第一義に、 本来業務である 円滑な金融サービ ス の提供を 通し て、 金

融機関と し ての対応を 行っ てま いり ま し たほか、 本来業務にと ど ま ら ず、 地元

と 共に生き る 信用組合と し て幅広く 地域の方々並びにお取引先の皆様と 手を取

り 、 様々なボラ ンティ ア活動を行ってま いり ま し た。  

ま た、 信用組合業界から お寄せいただいた御見舞金を 津波被害の甚大であっ

た沿岸地域の７ 地区に復興への一助と し て贈呈し ている 他、 同地区における 復

興のための基金設立や定期的に開催さ れている 復興祭等のイ ベント への協力及

び参画を 積極的に行っ ており ま す。  

さ ら に、 復興を担う 人材育成のための奨学金制度の創設や地元体験型教育施

設でのボラ ンティ ア活動等、 地域の文化・ 教育の充実にも 取り 組んでいま す。  

（ Ｂ ） 信用組合業界の取組み 

こ れま で信用組合業界の中央団体である 全信中協が日本赤十字社等へ寄付金

を贈呈し ており ま す。  

 

（ ３ ） その他主と し て業務を 行っ ている 地域における 経済の活性化に資する 方策 

① 地方創生に資する 地方公共団体並びに外部機関と の連携 

当信用組合は、いわき 市及び広野町において「 ま ち・ ひと・ し ごと 創生総合戦略」

立案の戦略会議、 専門家会議の委員と し て常勤理事、 支店長が選任さ れ、 地域金融

機関の立場から 当信用組合が取り 組んでいる 創業支援等の紹介や地方創生に向け

た提言を 行っ てき ま し た。策定さ れた創生総合戦略の実施段階においても 、行政が

設置し た協議会から も 委員の委嘱を受け、中小企業、小規模事業者支援の計画立案

に携わっ ていま す。  
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ま た、 いわき 市と の共催で、 首都圏在住の企業Ｏ Ｂ を 中心と し た専門人材、 大手

企業の現役世代で高度なス キルを 有する 副業人材、市内の就労移行支援事業者から

の派遣人材、外国人技能実習生の人材の計４ 部門の人材と 地域で人材不足及び働き

手不足の課題を 抱える 事業者を マッ チングさ せる「 ダイ バーシティ 人材のマッ チン

グ交流会」 の開催に取り 組んでおり 、 今後も 継続し て取り 組んでいく 方針です。  

さ ら に、 新たな取組みと し て、 ポス ト コ ロ ナを見据え、 当信用組合が代表機関と

なり 、地域の中小企業診断士事務所や社会保険労務士法人等と と も に浜通り 全体の

中小企業・ 小規模事業者の面的支援の実行・ 実践のため相双五城信用組合（ 本店：

相馬市） を構成機関と する 中小企業庁認定の事業者支援の連携体「 磐城国地域振興

プラ ッ ト フ ォ ーム」 を2022年５ 月に設立し ま し た。  

同年９ 月、さ ら なる 支援強化を 推し 進めていく ために、日本政策金融公庫いわき

支店並びに福島支店が連携機関に加入し ま し た。  

今後は、国の中小企業支援策情報発信、ある いは各種セミ ナーやク ラ ウ ド フ ァ ン

ディ ングを利用し た販路拡大など 様々な取組みを 進めていく と と も に、エネルギー

価格の高騰はじ め企業物価の上昇が続く 中、ポス ト コ ロ ナに向けたビジネス モデル

再構築の動き に対し て、 本業支援に加えて金融支援も 強化し てま いり ま す。  

 

② 経営に関する 相談その他の取引先の企業（ 個人事業者を含む） に対する  

支援にかかる 機能の強化のための方策 

アフ タ ーコ ロ ナ、 人材不足、 物価・ 人件費高騰など 厳し い環境に置かれている

中小企業・ 小規模事業者が抱える 経営問題は時々刻々と 変化し ている こ と から 、事

業再建や経営改善に向けた多種多様な金融支援が求めら れている と 認識し ており

ま す。  

顧問契約を 締結し ている 中小企業診断士等２ 名の専門家によ る 、 常設の専門家

相談会の実施に取り 組んでおり ま す。  

【 過去のコ ンサルティ ング実施回数】  

2013 年度 143 回 

2014 年度 137 回 

2015 年度 120 回 

2016 年度 104 回 

2017 年度 105 回 

2018 年度 105 回 

2019 年度 81 回 

2020 年度 150 回 

2021 年度 154 回 
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2022 年度 61 回 

2023 年度 70 回 

ま た、 外部支援機関の専門家派遣を 活用し た事業再生・ 再構築、 経営改善に向

け、当面の運転資金のほか、財務内容改善を はじ めと する 経営改革や改善計画につ

いての提案・ 助言等を積極的に実施し ており ま す。  

当信用組合では、 お取引先を 会員と する 経営者交流会「 う る し の実ク ラ ブ」 の

活動のひと つと し て、 会員相互の事業の活性化、 業況拡大・ 好転を 目的と し たビジ

ネス マッ チング交流会を 2007 年度から 通算 14 回開催し ており ま す。今後も 会員間

の情報交換、そし て新たなビジネス チャ ンス 拡大に向け、交流会を 実施し てま いり

ま す。 ま た、 本会会員向けの情報提供サービ ス によ り 、 補助金等のタ イ ムリ ーな情

報提供を 積極的に行っており ま す。 2023 年度は、 当信用組合の外部専門家（ 中小

企業診断士等） が補助金・ 助成金に関する 相談を 12 回（ ８ 先） 実施し ま し た。  

 

③ 早期の事業再生に資する 方策 

当信用組合では、日々の営業活動を 通じ てお客様の事業内容についての状況把握

に努めており 、早期の事業再生が必要と さ れる お客様を 速やかに把握し 、営業店及

び関連部署が連携を 図り 事業再生に向けて経営改善計画書の策定支援及び定期的

なヒ アリ ング等の取組み等を実施し ており 、今後も こ の取組みを継続し てま いり ま

す。  

 

（ ４ ） 経営基盤の充実のための方策 

① 収益力の強化のための方策 

収益の柱は、 貸出金利息収入と 位置付けており ま す。  

貸出金を 運用バラ ンス の主軸と 捉え、 ボリ ュ ーム 増加を 推進する と と も に、 有

価証券においては、安全性を考慮し たバラ ンス 運用を 継続する こ と と し ており ま す。

低金利推移の現状から も 貸出金のボリ ュ ーム増加は不可欠であり 、迅速かつ円滑な

金融仲介機能を 充分に発揮する こ と で、新たな顧客並びに資金需要創造を 推進する

こ と が重要である と 認識し ており ま す。  

引き 続き 、 事業性資金・ 個人資金併進を 基軸に、 個別事情に応じ た適時・ 適切

な対応を 図る 方針です。 その中で、 地域密着型金融の実践と し て、 職域サポート プ

ラ ン「 いわし ん安心バリ ュ ー」 の推進によ り 、 新たな資金需要の受皿と なる こ と を

目指し ており ま す。  

【 職域サポート プラ ン「 いわし ん安心バリ ュ ー」】 2024 年３ 月末現在 

締結事業先 
実行実績 

件数 実行額 
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1, 551 先 1, 316 件 1, 926 百万円 

 

② 人材育成のための方策 

当信用組合では、 東日本大震災発生後、 復旧・ 復興への支援に向けた様々な取組

みを 進めてま いり ま し た。地域密着型金融を よ り 深く 推進する う えで、課題解決型

金融の提供強化やお客様に対する 適切な提案、お客様のニーズに的確に応える ため

の幅広い知識の習得が求めら れ、お客様と のコ ミ ュ ニケーショ ン力や目利き 能力を

高める こ と が必要不可欠である と 考え、 組織的な人材育成に取り 組んでおり ま す。 

こ う し た考えのも と 、地域活性化の新し い取組みであり ま す地域振興フ ァ ンド や

ク ラ ウ ド フ ァ ンディ ングの取扱いを開始し 、幅広く 提案でき る よ う 、研修会や勉強

会を 行っ ていま す。 その中で、 支店長・ 役席者のマネジメ ント 能力やリ ーダーシッ

プの向上、 営業担当者の基礎知識、 目利き 能力を 高める こ と を目的と し て、 2013

年６ 月から 、Ｂ ＭＰ（ ブラ ンチ・ マーケッ ト ・ プラ ンニング） 研修を 導入し ており 、

業種特性、 成長性・ 将来性の研究、 事業性評価にかかる 検証等をカリ キュ ラ ムに織

り 交ぜ営業担当者のス キルアッ プに活かし 新規事業所開拓の営業力底上げを 行っ

ており ま す。 ま た、 2012年６ 月から Ｃ Ｉ Ｓ マイ ス タ ー制度（ Ｃ Ｉ Ｓ ： Cust omer  

I mpr essi ve Sat i sf act i onの頭文字から 取っ た“ 顧客感動満足” を 指す言葉です。）

を 導入し 、2012年７ 月よ り 感動接客を 通じ た営業力強化プロ ジェ ク ト ・ 接客ス タ ン

ダード を 策定し て、「 いわき 信用組合だから でき る お客様対応の強み、 気持ちに寄

り 添い気持ちにこ たえる（ ホス ピ タ リ ティ ーの心） 」 を テーマに、部課長・ 支店長・

次長ク ラ ス の職員に加え、女性職員全員が接客・ 接遇向上のためにＣ Ｉ Ｓ マイ ス タ

ー検定合格に向けた研修を 受講し てま いり ま し た。こ の研修を 柱と し て職員のレ ベ

ルアッ プを図っ ており ま す。  

ま た、 甚大な被害を受けた被災地域における 復興支援の実効性向上に向けては、

こ れに対応でき る 人材の育成が第一である と の考えのも と 、若手職員に対する 従来

から のＯ Ｊ Ｔ の強化に加え、震災から の復興に向けた公的支援制度等にかかる 研修

会や各種内部勉強会等を 着実に実施し 、人材の育成に積極的に取り 組んでおり ま す。 

さ ら に、2016年４ 月よ り 東北大学大学院経済学研究地域イ ノ ベーショ ン研究セン

タ ー主催の「 地域イ ノ ベーショ ンアド バイ ザー塾」 に職員が毎年入塾し 外部の視点

を 活かせる 人材の育成を 図っており ま す。  

加えて、 2011年６ 月よ り 理事長を 委員長と する 、 戦略立案及び革新案を 提言・ 協

議する 目的の委員会を“ いわし ん戦略・ 革新委員会” と し て発足さ せ、2014年度か

ら は当信用組合の顧問（ ３ 名） 及び福島高専の教授（ １ 名） が参加する「 う る し の

実地域経済研究会」 に発展さ せて、 当信用組合の事だけでは無く 、 “ いわき 市” の

地域活性等について活発な意見交換を 行っ ており ま す。上記以外にも 人間力向上の
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ために理事長から の人生訓等の講演実施や月刊誌を利用し ての活発な意見交換を

行っ ており ま す。 2023年度においても 、 階層別に理事長と の意見交換会を 行い、 経

営ト ッ プ自ら 人材育成に努めており ま す。  

当信用組合では、 研修・ 勉強会のカリ キュ ラ ムのさ ら なる 充実を 図り 、「 顧客の

信頼を得る こ と ができ る 」 、「 自分で考え発想し 、 行動でき る 」 人材の育成を 行う

こ と と し ており 、各部署において年次計画の中で下表のよ う な取組みを 実施し てお

り ま す。  

【 各種研修取組み実績（ 2012. ４ ～2024. ３ ） 】  

部署名 開催内容（ 実施年度）  

総務部 

 

≪全信中協主催≫ 

支店長講座（ 2012、 14～18年度）  

次長講座（ 2017年度）  

女性職員管理職講座（ 2012、 14、 16年度）  

メ ンタ ルヘルス 講座（ 2012年度）  

苦情対策研究講座（ 2012、 15、 16年度）  

し んく み大学（ 2012～14、 16～19、 21年度）  

人事制度活用講座（ 2012、 14、 16年度）  

営業店戦略講座（ 2012年度）  

東北地区し んく み経営ゼミ ナール（ 2012年度）  

人事教育担当者責任者会議（ 2012～16年度）  

若手・ 中堅職員講座（ 2019年度）  

上級管理者講座（ 2019年度）  

中級管理者講座（ 2019年度）  

初級管理者講座（ 2013、 19年度）  

反社対応セミ ナー（ 2014～16年度）  

高齢者取引対応講座（ 2014年度）  

Ｏ Ｊ Ｔ 指導力アッ プ講座（ 2016、 17年度）  

常勤役員講座（ 2020年度）  

常勤監事講座（ 2022年度）  

女性活躍推進研修（ 2023年度）  

金融法務・ 相続研修（ 2023年度）  

≪福島県協会主催≫ 

フ ァ イ ナンシャ ルアド バイ ザー講座（ 2012年度）  

支店長・ 次席者管理講座（ 2012年度）  

窓口金融法務講座（ 2012、 15～19、 21、 22年度）  
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女性リ ーダー育成研修会（ 2013、 15、 16、 18～19、 21、 22年度）  

中堅女性職員研修会（ 2017年度）  

アンガーマネジメ ント 研修会（ 2017、 18年度）  

≪外部講師研修≫ 

Ｃ Ｉ Ｓ マイ ス タ ー関連研修（ 2012～23年度）  

人事考課者訓練研修（ 2012、 15年度）  

日大商学部長谷川教授によ る 講義（ 2014年度）  

教養講座「 いわき の歴史を語る 」 （ 2015年度）  

上司力強化研修（ 2016年度）  

女性職員の育成指導に関する 研修会（ 2018年度）  

女性活躍推進・ ワ ーク ラ イ フ バラ ンス についての研修会（ 2018年度）  

女性職員向け研修会（ 2021年度）  

１ on１ 研修（ 2022、 23年度）  

≪内部講師研修≫ 

コ ンプラ イ アンス 勉強会（ 2012～19年度）  

新人フ ォ ロ ーアッ プ研修（ 2012～23年度）  

ス テッ プアッ プ研修（ 2022、 23年度）  

ロ ールプレ イ ング大会開催（ 2012年度）  

入組者合同合宿研修（ 2013～20、 22、 23年度）  

Ｓ Ｃ Ｏ 受験対策講座（ 2013～18年度）  

反社会的勢力対応研修（ 2015、 16年度）  

相続に関する 勉強会（ 2016、 23年度）  

育児休業及び介護休業制度に関する 研修会（ 2016年度）  

育児休業及び介護休業制度に関する 管理者向け研修会（ 2017年度）  

業務推進部 

 

≪全信中協主催≫ 

融資渉外講座（ 2012、 16、 18年度）  

個人ロ ーン獲得推進講座（ 2014年度）  

女性職員渉外担当者講座（ 2015～18年度）  

女性職員渉外担当者講座フ ォ ロ ーアッ プ研修（ 2017、 18年度）  

課題解決型営業推進講座（ 2017、 18年度）  

≪福島県協会主催≫ 

企業取引開拓研修（ 2012年度）  

中堅内勤職員研修（ 2012年度）  

営業店管理講座（ 2012年度）  

融資渉外講座（ 2012、 13年度）  
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事業所融資渉外研修「 目利き 力」 養成講座（ 2015、 16年度）  

女性のための融資推進実践研修（ 2015、 16年度）  

融資推進活性化講座（ 2016～18年度）  

融資渉外イ ンタ ーバル研修（ 2017年度）  

事業先融資推進講座（ 2018、 19、 21～23年度）  

≪外部講師研修≫ 

定期積金推進研修・ 勉強会（ 2012、 15～19年度）  

初級渉外担当者能力開発講座（ 2012、 15～17、 19年度）  

渉外チーフ 戦略講座（ 2012年度）  

生損保コ ンプラ イ アンス 研修（ 2012～17年度）  

Ｂ ＭＰ 研修（ 2013～19、 21年度）  

事業所Ｃ Ｓ 研修（ 2013年度）  

渉外能力開発研修（ 2013年度）  

創業力マス タ ー講座（ 2014年度）  

内部管理者研修（ 2015、 16年度）  

営業推進力パワ ーアッ プ研修（ 2015、 16年度）  

初級女子職員研修（ 2017年度）  

新規事業創生研修（ 2019年度）  

戦略セル研修（ 2021年度）  

投資に関する 研修会（ 2021年度）  

≪内部講師研修≫ 

内勤職員営業講座・ 勉強会（ 2012、 13年度）  

消費者ロ ーン営業講座（ 2012年度）  

太陽光発電融資発掘勉強会（ 2014年度）  

Ａ Ｌ Ｍ勉強会（ 2014年度）  

生損保窓販コ ンプラ イ アンス 研修（ 2014、 15、 18、 19年度）  

融資部 

 

 

≪全信中協主催≫ 

創業融資審査のポイ ント 研修（ 2012年度）  

企業財務分析講座（ 2012 年度）  

融資審査講座（ 2012、 14年度）  

資産の自己査定講座（ 2012、 14 年度）  

金融検査マニュ アル研究講座（ 2012、 14、 16 年度）  

企業財務分析講座（ 2014年度）  

事業性評価実践講座（ 2016、 17年度）  

ロ ーカルベンチマーク 活用研修（ 2017年度）  
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≪福島県協会主催≫ 

保証協会付事業融資開拓研修（ 2012～14、 16年度）  

融資判断能力養成研修（ 2014、 15、 19年度）  

融資業務の基礎知識講座（ 2018、 19、 21、 23年度）  

融資判断能力向上研修（ 2022、 23年度）  

≪外部講師研修≫ 

住宅ロ ーン取扱研修会（ 2012、 14、 16、 17年度）  

経営改善・ 事業再生研修（ 2013年度）  

福島県信用保証協会保証業務研修会（ 2014、 16年度）  

信用保証協会付貸付の管理・ 回収に関する 研修会（ 2019年度）  

信用保証協会付伴走支援型特別保証制度融資勉強会（ 2021年度）  

連携機関（ 商工中金・ 政策公庫・ 保証協会・ 商工会議所） 合同研修会（ 2022

年度）  

≪内部講師研修≫ 

消費者ロ ーン研修・ 勉強会（ 2012、 14、 16、 17、 21年度）  

住宅ロ ーン推進勉強会（ 2012、 14～17年度）  

法務３ 級受験対策勉強会（ 2013～19、 21、 22 年度）  

財務３ 級受験対策勉強会（ 2012～19、 21、 22 年度）  

ソ ーラ ーパネル・ 介護事業開拓研修（ 2013年度）  

審査・ 管理事例及び実務研修（ 2015年度）  

カード ロ ーン受付に関する 勉強会（ 2015年度）  

審査・ 管理事例及び実務研修（ 2015、 16年度）  

事業承継計画策定支援研修会（ 2018、 19年度）  

事業性評価に関する 研修会（ 2018年度）  

事業承継にかかる 研修会（ 2019年度）  

動産評価研修会（ 2019年度）  

Ｍ＆Ａ にかかる 研修会（ 2018年度）  

融資稟議支援シス テムにかかる 研修会（ 2021年度）  

住宅ロ ーン研修及び改正債権法実務研修会（ 2021年度）  

債権管理部・ 融資部合同によ る 実務研修会（ 2021年度）  

自己査定関連実務研修（ 2021、 23年度）  

債権管理部 

 

 

 

≪全信中協主催≫ 

管理・ 監督者講座（ 2012 年度）  

経営改善計画策定実務講座（ 2012 年度）  

債権管理回収講座（ 2013、 14 年度）  
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≪福島県協会主催≫ 

金融法務講座（ 2012 年度）  

債権管理回収講座（ 2014年度）  

≪外部講師研修≫ 

タ ーンアラ ウ ンド マネージャ ー養成講座（ 2012年度）  

融資問題研究定例研究会（ 2013 年度）  

≪内部講師研修≫ 

債権管理回収研修ヒ アリ ング（ 2013、 14 年度）  

法務３ 級受験対策勉強会（ 2012、 13年度）  

融資管理実務研修会（ 2018、 19年度）  

福島県信用保証協会に特化し た債権管理研修会（ 2022、 23年度）  

事業支援部 

 

≪全信中協主催≫ 

コ ンサルティ ング機能強化講座（ 2013年度）  

公的支援制度を活用し た取引先支援実践講座（ 2018年度）  

≪外部講師研修≫ 

コ ンサルティ ング機能発揮に向けたノ ウ ハウ の蓄積・ 人材育成（ 2012 年度） 

≪内部講師研修≫ 

消費税転嫁対策講習会（ 2013年度）  

強制職場離脱者勉強会（ 2017年度）  

中小企業等経営強化法に基づく 支援措置と 経営力向上計画策定に関する 研

修会（ 2017年度）  

専門家派遣によ る 支援事業及び事業承継支援についての研修会（ 2017年度） 

当信用組合独自の取組みについての研修会（ ク ラ ウ ド フ ァ ン ディ ン グ起案

者の発掘から プロ ジュ エク ト ス タ ート ま で・ 連携ビ ジネス の創出支援セミ

ナーの趣旨、 本業支援プロ セス 評価について） （ 2018年度）  

投融資一体によ る 資金支援ついて（ 2018年度）  

実務研修会（ 債権管理部と 共催） （ 2018、 19年度）  

多用な金融仲介を活用し た創業支援に関する 研修会（ 2019年度）  

監査部 

 

≪全信中協主催≫ 

内部監査講座（ 2016～18年度）  

≪福島県協会主催≫ 

内部監査講座（ 2018、 19、 22、 23年度）  

≪内部講師研修≫ 

不祥事防止についての勉強会（ 2012、 13年度）  

監査事例についての勉強会（ 2012～14年度）  
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各種リ ス ク 管理態勢の指導・ 教育（ 2012、 13年度）  

検印者に対する 勉強会（ 2014、 16年度）  

マネーロ ーンダリ ング及びテロ 資金供与に関する 研修会（ 2018年度）  

事務管理部 

 

≪全信中協・ 全信組連主催≫ 

日本版Ｎ Ｉ Ｓ Ａ 研修会（ 2013年度）  

Ｎ Ｉ Ｓ Ａ 導入にむけた販売員研修会（ 2013年度）  

有価証券運用と リ ス ク 管理講座（ 2014年度）  

外国為替業務研修（ 2016年度）  

内部管理統括責任者等研修（ 2016、 17、 20～23年度）  

≪内部講師研修≫ 

窓口事務研修（ 2012年度）  

内部役席者及び内部リ ーダー研修（ 2012、 14～23年度）  

自店検査の検証によ る 問題点の分析及び改善勉強会（ 2012年度）  

本人確認事務取扱及び名寄せデータ 整備勉強会（ 2012年度）  

イ ン タ ーネッ ト ・ モバイ ルバン キン グの契約事務についての勉強会（ 2012

年度）  

改正犯収法に係る 取引時確認及び名寄せデータ 整備勉強会（ 2013年度）  

でんさ いネッ ト 取扱い勉強会（ 2013年度）  

証券外務員資格試験研修会（ 2014～23年度）  

Ｎ Ｉ Ｓ Ａ 研修（ 2014、 23年度）  

検印者に対する 研修会（ 2014、 16～19年度）  

ミ ス 軽減対策研修会（ 2019、 21年度）  

国債・ 投信窓販の研修会（ 2013～20、 22年度）  

マネロ ン防止対策に関する 研修会（ 2019～23年度）  

 

【 各種研修取組み計画（ 2024. ４ ～2025. ３ ） 】  

部署名 取 組（ 開催内容）  

総務部 

 

 

人材育成強化のための外部派遣研修（ 全信中協、 県協会） や本部各部主催

の研修及び勉強会等、 ス キルアッ プに必要な研修カリ キュ ラ ムを 企画・ 策

定し 開催する 。 各種検定試験、 通信講座の受講に対する 指導、 監督の強化

を図る 。  

前年度入組者フォ ロ ーアッ プ研修（ ３ 回）  

新人フ ォ ロ ーアッ プ研修（ ５ 回）  

ス テッ プアッ プ研修（ ３ 回）  

Ｃ Ｉ Ｓ 受験・ 更新テス ト の実施 
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≪全信中協研修≫ 

常勤役員講座 

し んく み大学講座 

≪福島県協会≫ 

融資業務の基礎知識講座 

融資審査判断能力向上研修 

女性活躍推進研修 

金融法務・ 相続研修 

事業先融資推進研修 

内部監査講座 

≪宮城県協会≫ 

渉外担当者養成研修 

業務推進部 営業方針「 Ｃ Ｖ Ｓ 」 に基づく 顧客への提案能力向上を図る 。  

戦略セル研修（ 12回）  

生損保コ ンプラ イ アンス 研修（ ２ 回）  

新規事業創生研修（ ３ 回）  

事業先融資推進研修 

融資部 

 

外部研修への積極的な参加によ る （ 融資及び営業担当） 審査能力・ 自己査

定能力の向上、 営業担当者の融資に関する ス キルアッ プ及び相談能力強化

（ コ ンサルティ ング業務） の為の人材育成を図る 。  

住宅ロ ーン研修会（ ２ 回）  

消費者ロ ーン勉強会（ ２ 回）  

法務３ 級受験対策勉強会（ ２ 回）  

財務３ 級受験対策勉強会（ ２ 回）  

融資審査判断能力向上研修会 

融資業務の基礎知識研修会 

福島県信用保証協会保証業務研修会 

融資受付における 留意点等の研修会 

事業者のイ ンボイ ス 制度研修会 

融資の入口（ 受付実行） ～期中管理～出口（ 管理回収） 研修会（ ２ 回）  

債権管理部 

 

 

積極的なＯ Ｊ Ｔ の取組みを進め、 債権管理回収のス キルアッ プ向上を目的

と し た全体研修を実施する 。  

融資管理実務研修会（ ２ 回）  

事業支援部 首都圏副業人材の活用に係わる 研修会 

「 飲食店支援 経営計画改善シート 」 活用に係る 説明会 
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日本政策金融公庫「 事業承継マッ チング支援」 の説明会 

「 コ ロ ナに負けない店づく り ・ 顧客作り 」 経営課題解決セミ ナー 

監査部 各種リ ス ク 管理態勢の指導・ 教育を推進する 。  

不祥事件対策勉強会 

職階別コ ンプラ イ アンス 研修会（ ３ 回）  

内部監査講座 

事務管理部 

 

 

事務指導（ 内部役席者や内部リ ーダーを 対象に事務ミ ス の原因や問題点の

分析） 及び臨店指導（ 事務ミ ス 防止のための教育指導等） を実施する 。  

マネロ ン対策に関する 研修会（ ２ 回）  

投資信託等販売研修会（ ３ 回）  

内部役席者及び内部リ ーダー研修会（ ２ 回）  

投資信託等リ ス ク 商品販売に関する 研修会 

事務ミ ス 防止対策研修会 

検印者に対する 研修会 

内部管理責任者資格保有者対象研修会 

 

第３  剰余金の処分の方針 

被災さ れた中小・ 零細事業者や個人のお客様に対し 、 迅速かつ円滑な金融仲介機

能を 充分に発揮し 、 復興に向けた積極的なフ ォ ロ ーを万全の態勢で行っ ていく ため

に、 金融機能強化法に基づく 資本支援を 受けたこ と を踏ま え、 強化計画の実践によ

る 地域経済の再興を 進める 中で、 収益力を 漸次回復し 、 安定し た配当を 実施・ 継続

でき る よ う 取り 組むと と も に、 優先出資の返済を 目指し てま いり たいと 考えており

ま す。  

 

第４  財務内容の健全性及び業務の健全かつ適切な運営の確保のための方策 

（ １ ） 経営管理にかかる 体制及び今後の方針 

 ① ガバナンス 体制 

当信用組合では、 重要な経営上の意思決定機関と し て、 常勤理事８ 名と 非常勤

理事３ 名で構成する 理事会を設置し 、毎月開催し て業務執行に関する 重要事項を決

定し ており ま す。  

なお、 常勤監事１ 名と 非常勤監事２ 名も 、 理事会に出席し て意見を 述べる こ と

によ り 、 経営管理の強化に努めており ま す。 ま た、 常勤理事並びに常勤監事及び各

部長等で構成する 常務会を 毎週開催し て、日常的な業務執行の方針決定を 行っ てお

り ま す。 さ ら に、 常務会の構成メ ンバーによ る 経営戦略会議を定期的に開催し て、

経営管理態勢の強化を図っ ており ま す。  
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理事会では、「 コ ンプラ イ アンス 管理規程」 や「 リ ス ク 管理基本方針」、「 統合的

リ ス ク 管理基本方針」、「 自己資本管理方針」 を 制定し 、 その重要性について支店長

会議等の機会がある ごと に全役職員に対し て周知徹底する こ と で、透明性のある 業

務運営と 、 適切な経営管理態勢の確保に努めており ま す。  

ま た、経営管理の一環と し て、全役職員が経営理念を 日常活動の指針と し て活用

でき る よ う 、 ク レ ド （ お客様と の約束７ か条） を策定し 部店内に掲示し ており 、 毎

朝礼時での読み合わせによ り 、全役職員が経営理念に沿った行動を でき る よ う 努め

ており ま す。  

 

② 内部監査 

当信用組合では、 内部監査部署である 監査部を 理事長直属の組織と し 、 その独

立性を 確保し ており ま す。  

監査部は、「 監査規程」 及び「 内部監査実施要領」 に基づく 監査を通じ て、 各部

店における 内部管理態勢、 法令等遵守態勢、 顧客保護等管理態勢及びリ ス ク 管理

態勢の適切性・ 有効性の検証評価及び改善事項の提言・ 勧告を 通じ て不正過誤を

防止し 、 業務運営の健全性の確保に努めており ま す。  

ま た、 監査部は反社会的勢力への対応・ 管理等監査対象範囲を 見直し 、 監査態

勢の強化に取り 組んでおり 、 2016 年４ 月から 営業店監査において、 反社会的勢力

と の関係遮断に向けた対応について、 営業店から ヒ アリ ングを 実施し 検証し てお

り 、 当信用組合全体と し て反社にかかる 管理態勢の充実に努めており ま す。  

さ ら に、 2021 年度よ り 、 監査項目を 29 項目で検証し ており 、 営業店のヒ アリ ン
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グを重視し た、 実体を伴っ た監査を 継続し て実施し ており ま す。  

 

 ③ 強化計画の進捗管理 

強化計画につき ま し ては、 主管部署である 総務部が進捗状況を 取り ま と めのう

え常務会に報告し 、 常務会において一元的に管理を行っ ており ま す。  

ま た、 強化計画に掲げる 施策への取組みが不十分な場合には、 常務会において

施策の検証を 行い、 原因究明と 改善策を 検討・ 協議し 、 牽制機能を 強化し て進捗

管理に努め、 実効性の確保に努めてま いり ま す。  

 

（ ２ ） 業務執行に対する 監査又は監督の体制及び今後の方針 

① 内部監査体制 

当信用組合では、 理事の業務執行の適切性を確保する ために常勤監事１ 名、 非

常勤監事１ 名、 員外監事１ 名を 選任し ており 、 各種会議や常務会・ 理事会に出席

し て、 適宜所見を述べる と と も に、 必要な提言や勧告等を行っており ま す。  

ま た、監事会の開催のほか、当信用組合の内部管理部門である 監査部と 連携し 、

業務執行の適切性を 検証し 、 その結果を 理事会へ報告し 、 業務執行上の問題点の

改善に努めており ま す。  

 

② 外部監査体制 

強化計画の進捗状況の管理・ 監督、 経営戦略や基本方針についての客観的な立

場から の評価・ 助言を 受け、 経営の客観性・ 透明性を 高める ため、 信用組合業界の

系統中央機関である 全信組連の経営指導を 定期的に受ける と と も に、原則と し て毎

年、 監査機構監査を 受査し ており ま す。  

当信用組合は、 鈴木和郎公認会計士及び鈴木一徳公認会計士と 監査契約を 締結

し ており 、監査部は同公認会計士の監査講評に同席し 監査に反映さ せる と と も に業

務の改善に役立てており ま す。  

 

（ ３ ） 与信リ ス ク の管理（ 不良債権の適切な管理を 含む。 ） 及び市場リ ス ク の管理を

含む各種のリ ス ク 管理の状況並びにこ れら に対する 今後の方針 

① 信用リ ス ク 管理 

当信用組合では、 融資審査に関する 基本的行動指針である 「 ク レ ジッ ト ポリ シ

ー」 を制定する と と も に、「 信用リ ス ク 管理方針」 及び「 信用リ ス ク 管理規程」 を

定め、与信管理の徹底や審査態勢の充実、与信先モニタ リ ング等によ り 信用リ ス ク

の軽減に努めており ま す。 関連先を 含めた与信残高が、 正常先２ 億円以上、 要注意

先及び破綻懸念先１ 億円以上の先について、「 大口与信状況表」 を 作成し 、 本部所
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管部署（ 融資部） において、 債務者の状況、 今後の見通し 等について四半期ごと に

検証し たう えで常務会に報告し ており ま す。 ま た、 組合内の連携、 情報の共有等を

通じ た総括的な与信管理を おこ なう こ と を 目的に 2021 年３ 月には「 与信管理委員

会」 を立ち上げ、 信用リ ス ク 管理態勢の強化を 図っていま す。  

業種別管理については、 貸出残高状況を 四半期ご と に融資部で分析を し たう え

で、 半年ごと に常務会に報告し 、 特定業種への与信集中防止に努めており ま す。 さ

ら に、 特定の取引先・ 企業グループへの与信が集中する こ と によ り 、 過大な損失が

発生する リ ス ク を回避する ため、 与信リ ミ ッ ト （ 最高限度） を 一社及び企業グルー

プを 併せ原則 10 億円と 定めて管理し ており ま す。  

今後も 、 ク レ ジッ ト ポリ シー等に沿っ た厳格な運用に努める と と も に、 必要に

応じ て管理態勢の改善を 図る など 、引き 続き 信用リ ス ク 管理の徹底に取り 組んでま

いり ま す。  

 

② 市場リ ス ク 管理 

当信用組合では、 市場リ ス ク の適切な管理と 検証を 行っ ていく ために、「 市場リ

ス ク 管理規程」 を 定めており ま す。 ま た、 余裕資金の効率的かつ安全な運用を 図

る ための「 余裕資金運用規程」 を 定め、 全信組連定期預金を 中心に安全性を 重視

し た運用を行っ ており ま す。  

ま た、 リ ス ク 管理部署（ 経理部） によ る モニタ リ ン グを 実施し 、 その結果をＡ

Ｌ Ｍ委員会を 通じ て常務会及び理事会へ報告する こ と で、 経営陣が適切に評価・

判断でき る 体制を 整える と と も に、 マーケッ ト 環境の変化によ る 時価が大き く 変

動し た場合への備えと し て、 ロ ス カッ ト ルールやス ト レ ス テス ト など を 設けてお

り ま す。  

さ ら に組織運営体制においては、 フ ロ ン ト （ 経理部）、 ミ ド ル（ 総合企画部）、

バッ ク （ 経理部） の役割が明確化さ れ定期的なチェ ッ ク や報告も 実施さ れていま

すが、 本来的なリ ス ク 管理牽制機能を 発揮する ため、 ミ ド ル部門における リ ス ク

管理（ リ ス ク 量の計測等）・ 牽制機能の強化・ 人材育成など を課題と し て対応し て

いき ま す。  

今後も 、 規程に沿っ た運用に努める と と も に、 必要に応じ て管理態勢の改善を

図る など 、 引き 続き 市場リ ス ク 管理の徹底に取り 組んでま いり ま す。  

 

③ 流動性リ ス ク 管理 

当信用組合では、直面する 流動性リ ス ク を 適切に管理し ていく ための「 流動性リ

ス ク 管理方針・ 規程」 を 策定し 、 日次で資金の動き を モニタ リ ングする 体制と し

ており ま す。  
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こ れによ り 、資金面で重大な動き がある 場合には、速やかに担当理事を 通じ て理

事長に報告する など 迅速な対応を と る こ と が可能と なっ ており ま す。 ま た、 常務

会に毎週報告し ており 、 資金繰り の安定化が図ら れており ま す。  

なお、震災発生後の流動性預金の動向につき ま し ては、震災に伴う 保険金の支払

いや原発事故に対する 賠償金の一部支払い等によ り 増加いたし ま し たが、 震災か

ら の復興の動き が顕著と なる に従い、 漸減傾向と なり ま し た。 し かし 、 直近の動

向と し ては新型コ ロ ナウ イ ルス 感染症拡大の影響によ り 増加傾向にある ため、 今

後の預金の増減を 想定し た資金運用によ り 、 流動性の確保を 最優先に対応し てま

いり ま す。  

 

④ オペレ ーショ ナル・ リ ス ク 管理 

当信用組合では、 オペレ ーショ ナル・ リ ス ク の総合的な管理の重要性に鑑み、

事務・ シス テム・ 法務など の各リ ス ク に分類し 、 各種リ ス ク の特性や統制の有効

性など に応じ た個別の管理を 行っ ていく こ と によ り 、 全体のリ ス ク 管理の適正性

を 確保し ながら 、 当該リ ス ク の発生防止と 発生時における 想定損失額を 極小化す

る こ と で、 お客さ ま から の信用・ 信頼を 高め、 経営の維持・ 安定を 図っ ており ま

す。  

具体的には、 オペレ ーショ ナル・ リ ス ク を 事務リ ス ク 、 シス テム リ ス ク 、 法務

リ ス ク 、 風評リ ス ク に分類し 、 各リ ス ク について、 所管部署を定めており ま す。  

所管部署は、 各種規程、 マニュ アルを 遵守さ せる 取組みを 強化し ており 、 リ ス ク

の極小化及び顕在化の未然防止に努めており ま す。  

今後も 、 規定に沿っ た運用に努める と と も に、 必要に応じ て管理態勢の改善を

図る など 、 引き 続き オペレ ーショ ナル・ リ ス ク 管理の徹底に取り 組んでま いり ま

す。  

 

⑤ 情報開示の充実 

当信用組合は、 相互扶助を 理念と する 地域密着型の金融機関と し て、 社会的使

命と 公共性の自覚と 責任を 持ち、 常に健全経営に努めており ま す。 地域住民や法

人を 対象と する 組合員の皆様に対し 、 協同組織金融機関と し ての特性や独自性を

発揮する こ と に努めており ま す。 当信用組合への理解を よ り 深めていただく ため

にも 、 積極的に経営情報を 開示し てま いり ま す。  

今後と も 、 開示項目以外に、 経営理念、 経営方針、 役職員の行動指針「 私たち

いわし んの宣言」、 リ ス ク 管理態勢、 コ ン プラ イ アン ス 管理態勢の状況を はじ め、

地域経済発展や地域社会への貢献に関する 情報（ 中小企業の経営改善や創業支援

等の地域活性化、 ボラ ンティ ア活動他） 等を 分かり やすく 伝えら れる よ う にディ
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ス ク ロ ージャ ー誌を 作成し 、 窓口に備え置く ほか、 当信用組合のホーム ページ上

でも 公開いたし ま す。  

 

以 上 


